
　　　　　　　主　　　文
１　本件控訴を棄却する。
２　控訴費用は，控訴人の負担とする。
　　　　　　　事実及び理由
第１　当事者の求めた裁判
１　控訴人
（１）　原判決を取り消す。
（２）　被控訴人は，控訴人に対し，４０７１万７７７０円及びこれに対する平成
８年２月１日から支払済みまで年７・３パーセントの割合による金員を支払え。
（３）　仮執行宣言
２　被控訴人
（１）　主文同旨
（２）　仮執行宣言につき，担保提供した上での仮執行の免脱宣言を求める。
第２　事案の概要
１　本件は，租税特別措置法４０条１項後段に規定する公益を目的とする事業を営
む法人に対して贈与を行った控訴人が，（１）　所得税法５９条１項１号の適用を
受けない前提で所得税の確定申告をしたところ，いまだ租税特別措置法（以下「措
置法」という。）４０条１項後段に規定する国税庁長官の承認決定がされていない
として，西新井税務署長から所得税法５９条１項１号の適用を前提とした更正処分
等（以下「本件更正等」という。）をされたことから，前記更正に基づく所得税本
税及びこれに対する過少申告加算税並びに延滞税（以下「本件延滞税」という）を
納付した（以下「本件各納付」という。），（２）　その後，国税庁長官から前記
承認（以下「本件承認決定」という。）がされ，これに基づく減額更正（以下「本
件減額更正」という。）がされて，前記各納付税額が控訴人に還付されたが，還付
加算金は付されなかったとして，被控訴人に対し，（１）　主位的に，本件更正等
は無効であり，また，納付時においては延滞税は発生していなかったなどとして，
納付時からの還付加算金の支払を求め，（２）　予備的に，控訴人は，被控訴人担
当職員から還付加算金が支払われるとの虚偽の説明を受けて納付したものであるか
ら，少なくとも，納付時からの還付加算金と同額の損害を被ったとして，国家賠償
法に基づき，損害賠償を請求している事案である。
２　本件の争点は，原審同様に，（１）　還付金加算金の還付請求（主位的請求）
関係につき，①（ア）　本件更正等が違法であり，かつ，その瑕疵が重大かつ明白
であるために無効であるか（本件争点（１）①（ア），（イ）　控訴人には，本件
延滞税の納付義務が発生していなかったといえるか（本件争点（１）①（イ）），
②　国税庁長官が本件承認決定を行ったことが「その申告，更正又は決定に係る課
税標準等又は税額等の計算の
基礎となった事実のうちに含まれていた行為の効力に係る官公署の許可その他の処
分が取り消されたこと（国税通則法施行令６条１項１号）」に当たるか否か（本件
争点（１）②），（２）　国家賠償請求（予備的請求）関係につき，被控訴人の担
当者である東京国税局徴収部特別整理第五部門総括主査Ａが，還付をするには，還
付加算金については納付した日から計算して支払うと告げて，納税を慫慂したこと
が，国家賠償法上違法であり，これによって，控訴人が損害を被ったといえるか否
か（本件争点（２）），にある。
３　その余の事案の概要及び当事者の主張の詳細は，原判決の「事実及び理由」の
「第二　事案の概要」欄に記載のとおりである。
４　原審は，（１）（本件争点（１）①（ア）につき）　国税庁長官の措置法４０
条１項後段の承認決定又は承認をしないことの決定がされていな段階においては，
所得税法５９条１項１号に規定するみなし譲渡課税の規定の適用については，当該
財産の贈与又は遺贈がなかったものとみなすことはできず，これがあることを前提
として，みなし譲渡課税の規定が適用されるものと解するほかないものであり，そ
の適用を前提とした更正決定，各種加算税の賦課決定を行うことが違法ということ
はできない，（２）（本件争点（１）①（イ）につき）　措置法４０条４項が，国
税庁長官が前記承認をしないことの決定がされるまでの期間につき，その者の納付
すべき所得税の額から承認があったものとした場合における納付すべき所得税の額
を控除した金額に係る延滞税の納税義務が発生しないことまで規定するものと解す
ることは困難であり，控訴人の主張に係る本件延滞税を納付する義務が生じていな
かったものとは認められない，（３）（本件争点（１）②につき）本件減額更正
は，措置法４０条１項後段に規定する国税庁長官の承認決定がされたことに基づい



てされたものであるから，これに伴って発生した過納金の還付に際しては，国税通
則法５８条５項，同法施行令２４条５項，６条１項１号の各規定により，減額更正
があった日の翌日から起算して一月を経過する日の翌日から還付加算金を付すこと
になるものであるところ，本件減額更正があったのは，平成８年１月２２日であ
り，東京国税局長は，同月３１日付けで，件減額更正によって発生した還付金全額
を控訴人に還付しているものであるから，控訴人には，その主張に係る還付金は付
されな
いことになる，（４）（本件争点（２）につき）　控訴人は，本件承認決定がされ
る以前において，本件更正等に基づく所得税等の納税義務及び本件延滞税の納付義
務を負っていたものであるから，前記Ａが，控訴人に本件各納付を慫慂した時点に
おいても，控訴人には本件各納付に係る税金の納税義務が生じていた以上，前記慫
慂に従って本件各納付を行ったとしても，控訴人には何らの財産的損害は生じてい
ない，として，控訴人の請求をいずれも理由がないとして棄却した。
　控訴人は，原判決に不服があるとして本件控訴を提起した。
第３　当裁判所の判断
１　当裁判所も控訴人の請求は，いずれも理由がないと判断する。その理由は，次
に付加するほかは，原判決の「事実及び理由」の「第三　当裁判所の判断」欄に記
載のとおりであるから，これを引用する（ただし，５１頁８行目の「法」の後に
「施行令」を加える。）。
２　所得税法５９条１項は，居住者である個人が，土地，建物，株式及び美術品等
の譲渡所得の基因となる資産を法人に寄附した場合には，これらの資産は寄附した
時の価格，すなわち時価で譲渡されたものとみなし，同法３３条の規定に基づき所
得税が課税されることになっているのである。
　ところで，措置法４０条１項によれば，国又は地方公共団体に対して財産の贈与
又は遺贈があった場合には所得税法５９条１項１号は適用されず，みなし譲渡税は
課税されないところ，措置法４０条１項後段に規定する寄附がされた場合も同様に
前記課税はされないのである。しかし，措置法４０条１項後段所定の寄附は，当該
贈与又は遺贈が教育又は科学の振興，文化の向上，社会福祉への貢献その他公益の
増進に著しく寄与することその他の政令で定める要件を満たすものとして国税庁長
官の承認を受けることが要件とされているのであり，前記要件を満たした場合に，
国税庁長官は承認をすることができるのであるから，個人が，民法３４条の規定に
より設立された法人その他公益を目的とする事業を営む法人に対して財産の贈与又
は遺贈をした場合であっても，国税庁長官から前記承認を受けない限り，所得税法
５９条１項１号は適用されるのである。したがって，前記承認のための申請がされ
ていたとしても，国税庁長官からの承認がされていない限り，所得税法５９条１項
１号が適用されるのであり，それゆえ承認申請中における課税も禁止されるもので
はなく，これは，控訴人
の主張に係る措置法４０条４項等の規定等が存することによっても異なるものでは
ないのである。
　控訴人は，これらの点につき，るる主張するが，それらがいずれも採用すること
ができないことは原判決が逐次詳細に説示するとおりである。
３　以上によれば，控訴人の本件請求は，その余の点を判断するまでもなくいずれ
も理由がなく，これと同旨の原判決は相当である。
　そうすると，控訴人の本件控訴は理由がないものとして棄却を免れない。
　よって，民事訴訟法６７条１項，６１条を適用して，主文のとおり判決する。
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